
成年後見関係事件の概況

―平成３１年１月～令和元年１２月―
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申立件数について
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成年後見制度の利用者数について

（注） 成年後見制度の利用者と
は，後見開始，保佐開始又は補
助開始の審判がされ，現に成年
後見人等による支援を受けてい
る成年被後見人，被保佐人及び
被補助人並びに任意後見監督人
選任の審判がされ，現に任意後
見契約が効力を生じている本人
をいう。
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申立人と本人との関係について

（注１） 後見開始，保佐開始，補助開始及び
任意後見監督人選任事件の終局事件を対
象とした。

（注２） 申立人が該当する｢関係別｣の個数
を集計したもの（３５，６４０件）を母数としてい
る。１件の終局事件について複数の申立人
がある場合に，複数の｢関係別｣に該当する
ことがあるため，総数は，終局事件総数（３５，
５９３件）とは一致しない。

（注３） その他親族とは，配偶者，親，子及
び兄弟姉妹を除く，四親等内の親族をいう。
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審理期間について
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開始原因について

（注１） 後見開始，保佐開始，補助開始
及び任意後見監督人選任事件のうち認容
で終局した事件を対象としている。

（注２） 各開始原因は，各事件において
提出された診断書等の記載に基づいて分
類している。

（注３） 開始原因「その他」には，発達障
害，うつ病，双極性障害，アルコール依存
症・てんかんによる障害等が含まれる。

（注４） 開始原因については平成２９年か
ら調査を開始している。
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申立ての動機について

（注１） 後見開始，保佐開始，補助開
始及び任意後見監督人選任事件の終
局事件を対象とした。

（注２） １件の終局事件について主な
申立ての動機が複数ある場合がある
ため，総数は，終局事件総数（３５，５
９３件）とは一致しない。
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成年後見人等と本人との関係について①
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成年後見人等と本人との関係について②

（注１） 後見開始，保佐開始及び補助開始事件のうち認容で終局した事
件を対象とした。

（注２） 成年後見人等が該当する｢関係別｣の個数を集計したもの（３５，
７０９件）を母数としており，１件の終局事件について複数の成年後見人
等がある場合に，複数の「関係別」に該当することがあるため，総数は，
認容で終局した事件総数（３３，３６９件）とは一致しない。
（注３） その他親族とは，配偶者，親，子及び兄弟姉妹を除く親族をいう。

（注４） 弁護士，司法書士，税理士及び行政書士の数値は，各法人をそ
れぞれ含んでいる（その内訳は，弁護士法人２６５件，司法書士法人４５
２件，税理士法人０件，行政書士法人１２件であった。）。

（注５） 市民後見人とは，弁護士，司法書士，社会福祉士，税理士，行
政書士及び精神保健福祉士以外の自然人のうち，本人と親族関係（６親
等内の血族，配偶者，３親等内の姻族）及び交友関係がなく，社会貢献
のため，地方自治体等（※１）が行う後見人養成講座などにより成年後

見制度に関する一定の知識や技術・態度を身に付けた上，他人の成年
後見人等になることを希望している者を選任した場合をいう（※２，３）。
※１ 地方自治体の委嘱を受けた社会福祉協議会，ＮＰＯ法人，大学等
の団体を含む。
※２ 市民後見人については平成２３年から調査を開始しているが，同
年及び平成２４年の市民後見人の数値は，各家庭裁判所が「市民後見
人」として報告した個数を集計したものである。
※３ 当局実情調査における集計の便宜上の定義であり，市民後見人
がこれに限られるとする趣旨ではない。
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平成２７年から令和元年の後見等（後見・保佐・補助）開始数と市民後見人選任数

• 名古屋家裁管内 • 全国
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